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ポケットカード株式会社 

    

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているポケットカード株式会社の平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ポケットカード株式会社及び連結子会社の平成２０年２月２９日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

                                          以 上 

  
  

 

独立監査人の監査報告書

平成20年５月29日

取締役会 御中

監査法人トーマツ  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  猪  瀬  忠  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  森  谷  和  正  ㊞ 

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 
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当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているポケットカード株式会社の平成２０年３月１日から平成２１年２月２８日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ポケットカード株式会社及び連結子会社の平成２１年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

                                          以 上 

  
  

 

独立監査人の監査報告書

平成21年５月28日

取締役会 御中

監査法人トーマツ  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  猪  瀬  忠  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  森  谷  和  正  ㊞ 

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 
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当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているポケットカード株式会社の平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの第２

６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ポケットカード株式会社の平成２０年２月２９日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

                                           以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

平成20年５月29日

取締役会 御中

監査法人トーマツ  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  猪  瀬  忠  彦 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  森  谷  和  正 ㊞ 

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 
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当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているポケットカード株式会社の平成２０年３月１日から平成２１年２月２８日までの第２

７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ポケットカード株式会社の平成２１年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

                                           以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

平成21年５月28日

取締役会 御中

監査法人トーマツ  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  猪  瀬  忠  彦 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  森  谷  和  正 ㊞ 

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 
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平成21年５月29日に提出いたしました第27期（自 平成20年３月１日 至 平成21年２月28日）有価証

券報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を

提出するものであります。 

  

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況  

４ 関係会社の状況 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1) 連結財務諸表 

注記事項 

関連当事者との取引 

  

訂正箇所は  を付して表示しております。 

（訂正前） 

 
(注) １ 議決権の被所有割合は100分の50以下であるものの、実質的に支配されているため親会社となっております。

２ プロミス㈱、三洋信販㈱及び伊藤忠商事㈱は、有価証券報告書提出会社であります。 

３ ( )内は間接所有割合(内書)であります。 

  

１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】

３ 【訂正箇所】

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有 
(被所有)割合(％)

関係内容

所有割合 被所有割合

(親会社)
プロミス㈱ 
(注)１,２,３

東京都千代田
区

80,737 消費者金融業 ―
42.0
(42.0)

ＣＤ機の利用提携
役員の兼任 １名

朝日エンタープライズ㈱
(注)1,３

東京都千代田
区

63 有価証券の保
有、運用、投資

―
42.0
(42.0)

役員の兼任 １名

三洋信販㈱ 
(注)１,２

福岡市博多区 16,268 消費者金融業 ― 42.0
ＣＤ機の利用提携
役員の兼任 ２名

(連結子会社)

ポケット・ダイレクト㈱ 東京都港区 40
保険代理店業及
び通信販売業

100.0 ― ─

(その他の関係会社)

伊藤忠商事㈱ 
(注)２,３

大阪市中央区 202,241 総合商社 ―
23.4
(21.1)

─

伊藤忠ファイナンス㈱ 東京都港区 3,470 金融関連事業 ― 21.1 役員の兼任 １名



（訂正後） 

 
(注) １ 議決権の被所有割合は100分の50以下であるものの、実質的に支配されているため親会社となっております。

２ プロミス㈱、三洋信販㈱、伊藤忠商事㈱、㈱三井住友フィナンシャルグループ及び㈱三井住友銀行は、有価証

券報告書提出会社であります。 

３ ( )内は間接所有割合(内書)であります。 

４ [ ]内は緊密な者又は同意している者の所有割合（外書）であります。 

(訂正前) 

前連結会計年度(自 平成19年３月１日 至 平成20年２月29日)及び当連結会計年度(自 平成20年

３月１日 至 平成21年２月28日) 

親会社等との取引が発生しているものの、取引金額、期末残高ともに僅少な為、記載しておりませ

ん。 

  

名称 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

(被所有)割合(％) 関係内容

所有割合 被所有割合

(親会社)

 プロミス㈱

 (注)１,２,３
東京都千代田区 80,737 消費者金融業 ―

42.0

(42.0)

ＣＤ機の利用提携

役員の兼任 １名

 朝日エンタープライズ㈱

 (注)１,３
東京都千代田区 63

有価証券の保

有、運用、投資
―

42.0

(42.0)
役員の兼任 １名

 三洋信販㈱

 (注)１,２
福岡市博多区 16,268 消費者金融業 ― 42.0

ＣＤ機の利用提携

役員の兼任 ２名

(連結子会社)

 ポケット・ダイレクト㈱ 東京都港区 40
保険代理店業及

び通信販売業
100.0 ― ―

(その他の関係会社)

㈱三井住友フィナンシャ

ルグループ

(注)２,３,４

東京都千代田区 1,420,877 銀行持株会社 ―
5.0
(5.0)
[42.0]

―

 ㈱三井住友銀行

(注)２,４
東京都千代田区 664,986 銀行業 ―

5.0

[42.0]

金銭の借入

ＣＤ機の利用提携

 伊藤忠商事㈱

 (注)２,３
大阪市中央区 202,241 総合商社 ―

23.4

(21.1)
―

 伊藤忠ファイナンス㈱ 東京都港区 3,470 金融関連事業 ― 21.1 役員の兼任 １名

第５ 【経理の状況】

１ 【連結財務諸表等】

  (1) 連結財務諸表

【関連当事者との取引】



(訂正後) 

前連結会計年度(自 平成19年３月１日 至 平成20年２月29日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針 

他行からの資金調達と同様に取締役会決議及び社内規程により決定しており、借入利率は一般市中金利とな

っております。 

２ 上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

３ [ ]内は緊密な者又は同意している者の所有割合（外書）であります。 

４ ㈱三井住友銀行は、平成19年９月25日付で「その他の関係会社」に該当することとなったため、取引金額

は、当該日付以降の取引金額を記載しております。 

  

当連結会計年度(自 平成20年３月１日 至 平成21年２月28日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針 

他行からの資金調達と同様に取締役会決議及び社内規程により決定しており、借入利率は一般市中金利とな

っております。 

２ 上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

３ [ ]内は緊密な者又は同意している者の所有割合（外書）であります。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
(名)

事業上
の関係

その他の
関係会社

㈱三井住
友銀行

東京都千
代田区

664,986 銀行業

(被所有）
―

[47.0] ―
金銭借
入関係

借入
短期借入金 1,500

資金の借入
12,742

返済
長期借入金 9,256

9,242 １年内返済
予定の長期
借入金

3,743

利息の支払 165
流動負債の
その他

83

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
(名)

事業上
の関係

その他の
関係会社

㈱三井住
友銀行

東京都千
代田区

664,986 銀行業

(被所有）
直接  5.0

[42.0] ―
金銭借
入関係

借入
短期借入金 13,000

資金の借入
37,533

返済
長期借入金 8,422

26,032 １年内返済
予定の長期
借入金

4,578

利息の支払 410
流動資産の
その他

11

流動負債の
その他
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